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法人企業統計調査の概要① 
 調査の目的 
 我が国における営利法人等の企業活動の実態を明らかにする
とともに、法人を対象とする各種統計調査のための基礎となる法
人名簿を整備すること 

 調査開始時期  
 四半期別調査：昭和25年 年次別調査：昭和23年 

 調査対象 
 四半期別調査：国内に本社のある資本金１千万円以上（母集
団約104万社）の営利法人等の中から約3万２千社を抽出 
 年次別調査：国内に本社のある全営利法人等（母集団約280
万社）の中から約3万６千社を抽出 
 調査方法 
 全国の財務（支）局、財務事務所等を経由し、郵送及びオンラ
インで実施 

 
2 Policy Research Institute  

財務省財務総合政策研究所 



法人企業統計調査の概要② 
 公表方法 
 調査結果は母集団推計（資本金階層別及び業種別階層毎に
分類を行い）により全国分を公表。財務局分は四半期別調査に
ついて資本金10億円以上の単純集計値を公表 
 公表時期 
 四半期別調査は３、６、９、12月の各月初頭。年次別調査は９
月初頭 
 位置づけ 
 行政機関が行う統計のうち特に重要な統計として、統計法上
の「基幹統計」に指定 
 調査項目 
 企業の財務諸表等であり、四半期別調査については四半期
毎の仮決算計数、年次別調査については確定決算の計数を調
査。主な調査結果項目は売上高、経常利益、設備投資、在庫投
資等 
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法人企業統計調査の概要③ 
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財務省財務総合政策研究所 

 調査結果の概要（平成27年1-3月期調査） 
  売上高、経常利益及び設備投資の推移（前年同期比）                              （単位：％） 

 

四半期別調査については調査対象期の２か月後という早い段階で当該期間に

おける法人活動の実態を捉えることが可能 

※金融業、保険業を除く 

26/1-3 26/4-6 26/7-9 26/10-12 27/1-3

売上高(Sales） 5.6 1.1 2.9 2.4 ▲ 0.5

製造業(Manufacturing) 5.8 0.2 0.9 0.1 ▲ 3.9

非製造業(Non-Manufacturing) 5.6 1.5 3.8 3.4 0.9

経常利益(Ordinary Profits) 20.2 4.5 7.6 11.6 0.4

製造業(Manufacturing) 5.4 ▲ 7.6 19.2 16.4 ▲ 1.3

非製造業(Non-Manufacturing) 28.2 12.1 1.4 8.3 1.2

設備投資(Investment in Plant and Equipment) 7.4 3.0 5.5 2.8 7.3

製造業(Manufacturing) 6.8 ▲ 0.8 10.8 8.0 6.4

非製造業(Non-Manufacturing) 7.7 5.0 2.7 0.3 7.8



法人企業統計調査の活用状況 
 政府の「月例経済報告」を始めとして、経済・財政政
策立案の基礎資料として活用 

 四半期別調査は四半期別GDP速報（2次速報値）

の民間企業設備投資等における推計資料として活
用⇒法人企業統計公表の５営業日後にGDP２次速
報が公表 

 年次別調査はSNA統計（国民経済計算年報）にお
ける固定資本減耗等の推計の基礎資料として活用 

 その他、民間研究機関等におけるマクロ経済分析
等の基礎資料など、官民で幅広く活用 
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法人企業統計調査の活用例① 
 政府内の活用例 
(1)内閣府「月例経済報告」 
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財務省財務総合政策研究所 （出所）内閣府「月例経済報告」（平成27年6月）より 

URL： http://www5.cao.go.jp/keizai3/getsurei/2015/0615getsurei/main.pdf 

http://www5.cao.go.jp/keizai3/getsurei/2015/0615getsurei/main.pdf


法人企業統計調査の活用例② 
 政府内の活用例 
(2)内閣府「平成25年度年次経済財政報告」  
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財務省財務総合政策研究所 （出所）内閣府「平成25年度年次経済財政報告」より 

URL： http://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je13/pdf/p01013_2.pdf 

法人企業統計季
報の「設備投資」
等を用いて、製造
業・非製造業の
設備投資の動向
について分析さ
れている。 

http://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je13/pdf/p01013_2.pdf


法人企業統計調査の活用例③ 
 政府内の活用例 
(3)中小企業庁「2014年版中小企業白書」 
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（出所）中小企業庁「2014年版中小企業白書」より 
URL： http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H26/PDF/03Hakusyo_part1_web.pdf 
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法人企業統計
季報の売上高
等を用いて、
中小企業の収
益動向の分析
に活用されて
いる。 

http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H26/PDF/03Hakusyo_part1_web.pdf


法人企業統計調査の活用例④ 
 政府内の活用例 
(4)内閣府「四半期別GDP速報（２次速報値）」  
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（出所）内閣府「2015（平成27）年1～3月期四半期別ＧＤＰ速報（２次速報値）」 
    （平成27年6月8日）より 
URL：http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/sokuhou/files/2015/qe151_2/pdf/gaiyou1512.pdf 

四半期別GDP速報（2
次速報値）の「民間企
業設備」及び「民間在
庫品増加（原材料在
庫・仕掛品在庫）」推
計の基礎資料とされ
ており、法人企業統計
四半期別調査結果の
公表から5営業日後に
GDP2次速報が公表さ
れる。 

⇒平成27年1-3月期2
次速報値の民間企業
設備は、1次速報値の
前期比0.4％から2.7％
へ上方修正 



法人企業統計調査の活用例⑤ 
 政府内の活用例 
(5)内閣府「国民経済計算年報」  
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（出所）内閣府「平成25年度 国民経済計算年報」より 
URL： http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kakuhou/files/h25/tables/25i11_jp.xls 10 Policy Research Institute  
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国民経済計算年報におけ
る「固定資本減耗」等の推
計の基礎資料として利用
されている。 １．一国経済

　（１）所得の発生勘定

（単位：１０億円）
平成18暦年 平成19暦年 平成20暦年 平成21暦年 平成22暦年 平成23暦年 平成24暦年 平成25暦年

　　項　　　　目
2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

0.1 　雇用者報酬（支払） 255,538.8 254,720.2 255,583.5 243,172.3 243,474.3 245,070.4 245,810.3 247,846.5
0.2 　生産・輸入品に課される税（支払）(1.5) 43,736.5 43,254.4 42,476.4 38,528.5 39,864.4 40,219.8 40,043.5 41,316.8
0.3 　（控除）補助金（受取）(1.6) 2,888.7 2,756.0 2,623.4 3,406.9 3,109.7 2,994.8 2,894.1 3,056.4
0.4 　営業余剰・混合所得（純）(1.3) 105,384.4 110,188.2 94,854.8 83,973.5 97,020.1 87,813.1 92,156.6 92,213.4
　　（１）営業余剰（純） 90,394.5 95,099.8 81,202.8 71,333.7 83,822.5 75,588.8 80,074.2 79,862.6
　　（２）混合所得（純） 14,989.9 15,088.3 13,652.0 12,639.9 13,197.6 12,224.3 12,082.4 12,350.7
　　（再掲）営業余剰・混合所得（総） 209,328.5 216,597.4 203,808.9 191,000.7 200,799.1 189,609.4 192,771.4 194,084.3
　　　　　　（１）営業余剰（総） 188,477.9 195,905.1 184,740.7 173,264.8 182,823.4 172,859.8 176,372.7 177,475.0
　　　　　　（２）混合所得（総） 20,850.6 20,692.4 19,068.2 17,736.0 17,975.7 16,749.7 16,398.7 16,609.2
　　　　　（控除）固定資本減耗 103,944.1 106,409.3 108,954.1 107,027.2 103,779.0 101,796.3 100,614.8 101,870.9

　　支　払 401,771.0 405,406.8 390,291.4 362,267.6 377,249.0 370,108.5 375,116.3 378,320.2

0.5 　付加価値（純）／国内純生産(0.1+0.2-0.3+0.4) 401,771.0 405,406.8 390,291.4 362,267.6 377,249.0 370,108.5 375,116.3 378,320.2
　　（再掲）付加価値（総）／国内総生産 505,715.1 511,816.0 499,245.4 469,294.8 481,028.1 471,904.8 475,731.0 480,191.1
　　　　　　（控除）固定資本減耗 103,944.1 106,409.3 108,954.1 107,027.2 103,779.0 101,796.3 100,614.8 101,870.9

　　受　取 401,771.0 405,406.8 390,291.4 362,267.6 377,249.0 370,108.5 375,116.3 378,320.2

http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kakuhou/files/h23/tables/23i11_jp.xls


法人企業統計調査の活用例⑥ 
 政府内の活用例 
(6)第24回経済財政諮問会議配付資料（25.11.29（金）開催） 
  「経済の好循環実現検討専門チーム」中間報告 
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（出所）内閣府「経済の好循環実現検討専門チーム会議 中間報告」（平成25年11月22日）より 
URL：http://www5.cao.go.jp/keizai2/keizai-syakai/k-s-kouzou/shiryou/houkoku/sankoushiryo1.pdf 
 
 

http://www5.cao.go.jp/keizai2/keizai-syakai/k-s-kouzou/shiryou/houkoku/houkoku.pdf


法人企業統計調査の活用例⑦ 
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財務省財務総合政策研究所 （出所）深尾京司『「失われた20年」と日本経済』（日本経済新聞出版社）より 

 研究者の分析例（個票データを活用した分析例） 
 (1)「失われた20年」と日本経済 
    一橋大学経済研究所 深尾京司教授 
      表3-8 規模別グループ間のTFPレベルの比較 

：法人企業統計調査による分析 

法人企業統計年次別調査の個票の企業データを用いて、規模別グループ間（売
上高順）で労働生産性レベルの比較及び分析が行われている。 



法人企業統計調査の活用例⑧ 
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 研究者の分析例（個票データを活用した分析例） 
 (2) 利益率の持続性と平均回帰 
    東京大学大学院経済学研究科 大日方隆教授 

企業の超過利益率は産業の平均水準に向けて回帰するか否かを、法人企業統
計の個票データを用いて実証的に解明している。 

（出所）大日方隆『利益率の持続性と平均回帰』（中央経済社）より 

図表3-2 超過利益率の動向 



法人企業統計調査の活用例⑨ 
 研究者の分析例（個票データを活用した分析例） 
(3)「法人企業統計からみる地域別主要企業の動向」  
 ファイナンス平成25年６月号 シリーズ日本経済を考える㉚ 
                            財務総合政策研究所次長      岩瀬 忠篤 
                            前財務総合政策研究所研究部   若松 寛 
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財務省財務総合政策研究所 （出所）「ファイナンス平成25年６月号」より 

URL：http://www.mof.go.jp/pri/research/special_report/f01_2013_05.pdf 

表３－３ 地域別付加価値率の推移 

  平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

全国 16.7% 16.9% 16.6% 16.0% 15.6% 15.4% 13.7% 15.7% 16.5% 15.8% 

北海道 20.1% 20.2% 19.7% 18.6% 18.4% 16.8% 15.8% 18.7% 18.9% 17.5% 

東北 20.7% 20.8% 19.8% 17.8% 17.9% 16.7% 14.7% 18.5% 19.0% 14.6% 

関東 16.0% 15.8% 15.3% 15.0% 14.8% 14.7% 13.2% 15.6% 16.7% 16.1% 

北陸 20.5% 21.0% 20.2% 18.6% 17.8% 17.5% 16.3% 19.3% 20.6% 19.3% 

東海 19.8% 19.7% 18.9% 18.5% 17.4% 16.9% 13.1% 15.2% 15.0% 14.6% 

近畿 15.8% 17.7% 18.2% 17.3% 16.7% 16.1% 14.6% 15.4% 15.9% 15.0% 

中国 25.2% 20.2% 19.7% 19.4% 19.0% 18.7% 15.6% 17.6% 17.2% 17.4% 

四国 20.5% 20.5% 19.4% 18.8% 18.6% 17.9% 16.8% 17.0% 19.4% 17.5% 

九州・沖縄 21.3% 21.4% 26.9% 19.9% 18.6% 18.1% 16.5% 19.3% 19.1% 16.7% 

法人企業統計年次別調査の個票データを用いて地域別の産業構造と付加価値、地域別の製造
業の企業行動等の分析を行っている。 

http://www.mof.go.jp/pri/research/special_report/f01_2013_05.pdf


法人企業統計調査の活用例⑩ 
 民間シンクタンクの分析例 
ニッセイ基礎研究所「経済・金融フラッシュ」（2015.6.1） 
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財務省財務総合政策研究所 （出所）ニッセイ基礎研究所「経済・金融フラッシュ」No.14-039（2014.6.2）より 

URL： http://www.nli-research.co.jp/report/flash/2015/flash150601.pdf 
 

http://www.nli-research.co.jp/report/flash/2015/flash150601.pdf


法人企業景気予測調査の概要① 
 調査の目的 
 我が国経済活動の主要部分を占める企業活動を把握することに
より、経済の現状及び今後の見通しに関する基礎資料を得ること 

 調査開始時期  
 財務省「財務省景気予測調査」と内閣府「法人企業動向調査」
を一元化し、平成16年度から共管として実施（前身の「財務省
（大蔵省）景気予測調査」は昭和58年度から実施） 

 調査対象 
 国内に本社のある資本金１千万円以上の営利法人等の中から
約１万６千社を抽出 
 調査方法 
 全国の財務（支）局等を通じて、郵送及びオンラインで実施 
 公表方法 
 本省による全国分の公表（母集団推計）のほか、財務局等にお
いても管内の調査結果（単純集計）を、3、6、9、12月に公表 
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法人企業景気予測調査の概要② 
 調査結果の概要（平成27年4-6月期調査） 
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企業の景況感等を「方向性」としていち早く捉えることができるほか、法人企業統
計調査の見通し調査として、企業収益、設備投資などの見通しを捉えることがで
きる。 

「貴社の景況判断」ＢＳＩ（「上昇」－「下降」社数構成比） （単位：％ポイント）

２７年１～３月
前回調査

２７年１０～１２月
見通し

(1.0) (7.8)

1.9 ▲ 1.2 10.6 8.9

(▲ 0.9) (7.8)

2.4 ▲ 6.0 13.2 11.8

(2.0) (7.7)

1.7 1.3 9.3 7.3

２７年４～６月
現状判断

２７年７～９月
見通し

大
企
業

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

計数項目（27年度見通し） （前年同期比増減率：％）

(0.7) (0.5) (▲ 3.9)

0.2 1.9 5.9

(1.5) (3.4) (▲ 0.8)

1.3 3.4 15.7

(0.4) (▲ 0.7) (▲ 5.6)

▲ 0.2 1.2 0.5
(注)売上高は、金融業､保険業を含まない。（　）書きは前回調査結果。

売上高 経常利益
設備投資

（含ソフトウェア、除土地）

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業



　

注1　「法人企業景気予測調査」の標本設計（調査対象法人の選定）は、全国ベースの業種・規模のみを基準としているため、必ずしも各財務局等
　　　の産業構造を正確に反映しているわけではない。各財務局等の集計結果は、地域の産業構造をより反映させるため、全国分の集計結果には
　　　含まれない調査先（工場や事業所等）が含まれている場合等がある。
注2　全国分の集計結果は「母集団推計値」である一方、各財務局等の集計結果は「単純集計値」となっている。

法人企業景気予測調査の概要③ 
 地域別集計値（財務局別主要データ（平成27年4-6月期調査）の概要） 
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全国の調査結果のほか、各地域の財務局・財務事務所等において地域別の調
査結果を公表。財務局単位・都道府県単位での動向把握が可能。調査結果は、
地域における新聞報道等でも大きく取り上げられている。 

「貴社の景況判断」ＢＳＩ　（「上昇」－「下降」社数構成比）

（単位：％ポイント）

財務局等
27年1-3月
（前回調査）

27年4-6月
現状判断

27年7-9月
見通し

27年10-12月
見通し

北海道 ▲16.7 ▲2.9 10.2 2.5

東北 ▲14.5 ▲8.2 4.3 1.4

関東 ▲0.9 ▲3.0 7.1 8.5

北陸 ▲6.6 2.2 3.2 5.6

東海 ▲6.2 ▲7.0 3.0 6.1

近畿 ▲7.2 ▲8.5 3.2 7.7

中国 ▲7.4 ▲6.9 5.1 7.7

四国 ▲10.2 ▲6.3 5.5 4.5

九州 ▲5.7 ▲4.8 5.8 8.8

福岡 ▲6.4 ▲7.8 3.6 7.2

沖縄 9.9 1.6 28.5 7.3



法人企業景気予測調査の概要④ 
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 日銀短観との比較 
(1)調査範囲 
 
 
 
 
(2)公表のタイミング 
 景気予測調査のほうが通例３週間早い 

(3)判断項目の指標（景況感） 
 景気予測調査(ＢＳＩ)：方向性（前回調査からの変化(上昇・下降)） 
 日銀短観(ＤＩ)：水準（調査票記入時点が良いか・悪いか） 

(4)景気予測調査では、景況判断の決定要因についても調査 

(5)先行き判断の対象 
 景気予測調査：２四半期先まで調査 
 日銀短観：１四半期先まで調査 

調査対象法人 標本法人数 調査対象業種

法人企業景気予測調査
・資本金1千万円以上
・母集団法人約104万社

約1万6千社 全業種（37区分）

日銀短観
・資本金2千万円以上
・母集団法人約21万社

約1万1千社
農林漁業、水道業、一部サービス業等
を除く業種（31区分）



法人企業景気予測調査の活用状況 
 政府の「月例経済報告」の設備投資の判断材料とし
て利用されるなど、企業経済動向の把握のための
基礎資料として活用 

 法人税収見積りの基礎資料として活用 
 全国の財務局が発表している「管内経済情勢報告」
及び都道府県別の財務事務所データを含む「地域
別集計値」の公表により、地域経済の動きを分析す
るための資料として活用 

 その他、民間研究機関等におけるマクロ経済分析
等の基礎資料など、官民で幅広く活用 

20 Policy Research Institute  
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法人企業景気予測調査の活用例① 
 政府内の活用例 
(1)内閣府「月例経済報告」 

21 Policy Research Institute  
財務省財務総合政策研究所 （出所）内閣府「月例経済報告」（平成27年6月）より 

URL： http://www5.cao.go.jp/keizai3/getsurei/2015/0615getsurei/main.pdf 

http://www5.cao.go.jp/keizai3/getsurei/2015/0615getsurei/main.pdf


法人企業景気予測調査の活用例② 
 政府内の活用例 
(2)主税局「租税及び印紙収入予算の説明」 

22 Policy Research Institute  
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（出所）財務省「平成26年度租税及び印紙収入予算の説明」（第189回国会）より 
URL： http://www.mof.go.jp/tax_policy/reference/budget_explanation/008a27a.pdf 
 

法人税収見積
りの基礎資料
として、法人企
業景気予測調
査の「経常利
益」の実績値
及び予測値が
活用されてい
る。 

http://www.mof.go.jp/tax_policy/reference/budget_explanation/008a27a.pdf


法人企業景気予測調査の活用例③ 
 政府内の活用例 
(3)関東財務局 「管内経済情勢報告」 
      

23 Policy Research Institute  
財務省財務総合政策研究所 （出所）財務省「全国財務局管内経済情勢報告概要」（平成27年4月22日） 

           関東財務局結果より 
URL ：http://kantou.mof.go.jp/keichou/pagekthp011000049.html 
 

全国の各財務局等が地域経済の動きを分析するための資料として、法人企業景気
予測調査の「貴社の景況判断」「企業収益」「設備投資」の結果が活用されている。 

http://kantou.mof.go.jp/keichou/pagekthp011000049.html


法人企業景気予測調査の活用例④ 
 政府内の活用例 
(4)内閣府「平成23年度年次経済財政報告」 

24 Policy Research Institute  
財務省財務総合政策研究所 （出所）内閣府「平成23年度年次経済財政報告」より 

URL： http://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je11/pdf/p02021_1.pdf 

「グローバル化の
国内経済への影
響」の項において、
企業が収益をどこ
に重点配分しよう
としているかを把
握するため、法人
企業景気予測調
査の「利益配分の
スタンス」の結果
が活用されている。 

http://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je11/pdf/p02021_1.pdf
http://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je11/pdf/p02021_1.pdf


図２-⑤　利益配分のスタンス（大企業、業種別）
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法人企業景気予測調査の活用例⑤ 
 研究者の分析例 
(1)「法人企業景気予測調査からみる日本企業の動向」 
ファイナンス平成25年８月号 シリーズ日本経済を考える㉜ 
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法人企業景
気予測調査
の「判断項
目」の一部
を用いて日
本企業の動
向を分析し
ている。 

財務総合政策研究所次長  岩瀬 忠篤   
 財務総合政策研究所電算機専門官   佐藤 真樹  

（出所）「ファイナンス平成25年8月号」より 
URL： http://www.mof.go.jp/pri/research/special_report/f01_2013_07.pdf 

＊「ファイナンス平成25年8月号」掲載の図表に2014年、2015年1-3月期調査の値を追加 

http://www.mof.go.jp/pri/research/special_report/f01_2013_07.pdf


法人企業景気予測調査の活用例⑥ 
 研究者の分析例 
(2)阪南大学 御園謙吉教授  
 「法人企業景気予測調査・オーダーメード集計の利用可能性」 

26 Policy Research Institute  
財務省財務総合政策研究所 （出所）経済統計学会 第55回全国研究大会（2011.9.14）資料より 

オーダーメード集計を活用し、
「経常利益判断」と他の判断項
目との組合せ集計を軸に、リー
マンショック前後の経営各局面
の分析が行われている。 



法人企業景気予測調査の活用例⑦ 
 民間シンクタンクの分析例 
(1)第一生命経済研究所「Economic Indicators」 
  「法人企業景気予測調査（２０１5年4－6月期）」 

27 Policy Research Institute  
財務省財務総合政策研究所 （出所）第一生命経済研究所「Economic Indicators」（2015.6.11）より 

URL： http://group.dai-ichi-life.co.jp/dlri/pdf/macro/2015/taka150611bsi.pdf 
 

「景況判断」や「企業収益」、「設備投資」の動向を中心に調査結果が分析され
ている。 

http://group.dai-ichi-life.co.jp/dlri/pdf/macro/2015/taka150611bsi.pdf


法人企業景気予測調査の活用例⑧ 
 民間シンクタンクの分析例 
(2)価値総合研究所「Best Value」 
  「経営マネジメントに役立つ産業別需要予測手法 
   ～産業連関表と法人企業景気予測調査結果を用いて～」 

28 Policy Research Institute  
財務省財務総合政策研究所 （出所）価値総合研究所「Best Value」Vol.26（2011年１月）より 

URL： http://www.vmi.co.jp/info/bestvalue/pdf/bv26/bv26_07.pdf 

産業連関表で把握できる産業別の生産額に対し、「売上高」の業種別対前年度
比を乗じて、各産業の需要予測金額を算出することにより、産業別の市場規模
や需要の成長性の予測が行われている。 

http://www.vmi.co.jp/info/bestvalue/pdf/bv26/bv26_07.pdf


参考文献 
財務総合政策研究所 統計資料 
（http://www.mof.go.jp/pri/reference/index.htm） 

「法人企業統計調査及び法人企業景気予測調査の活用状況等について」（『ファイナンス』2014年1月号） 
（http://www.mof.go.jp/pri/research/special_report/f05_01.pdf ） 

「キーワードで見る法人企業統計」 
（http://www.mof.go.jp/pri/reference/ssc/keyword/index.htm） 

「法人企業統計からみる地域別主要企業の動向」（『ファイナンス』2013年6月号） 
（http://www.mof.go.jp/pri/research/special_report/f01_2013_05.pdf ） 

「法人企業景気予測調査からみる日本企業の動向」（『ファイナンス』2013年8月号） 
（http://www.mof.go.jp/pri/research/special_report/f01_2013_07.pdf ） 
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調査にご協力いただきありがとうございます 

財務総合政策研究所機構図 

お問合せは、 
財務省 財務総合政策研究所 調査統計部 
までお願いします。 
 
財務省代表：03-3581-4111 
      法人企業統計調査係：内線5325 
      景気予測調査係：内線5327 
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